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１．作成目的             

◆資産と負債の関係の明確化 

◆市財政に関する透明性の確保 

 

２．作成基準・範囲等 

◆作成基準   ： 総務省方式改訂モデル 

◆会計の範囲 ： 普通会計、病院事業特別会計、国民健康保険特別会計、老人保健特別会計 

後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計、居宅介護支援事業特別会計、簡

易水道事業特別会計、下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、辺見

診療所特別会計、土地開発事業特別会計、山梨県後期高齢者医療広域連合、山

梨県市町村総合事務組合、山梨県市町村議会議員公務災害補償等組合、峡北地

域広域水道企業団、峡北広域行政事務組合、（財）北杜市農業振興公社、（株）

おいしい学校、（財）みずがき山ふるさと振興財団、（株）フィオーレ小淵沢、

（株）スパティオ小淵沢 

◆資産の範囲：昭和４４年度以降に整備した市有の社会資本 

 

３．貸借対照表の概要 

◆資産 ２，９７１億８，８２５万円（市民１人当たり６０６万３千円） 

 

 ・有形固定資産 ２，７１９億６，８００万円    

 生活インフラ・国土保全 １，０２０億２，９６２万円 

産業振興          ５７１億  ８５７万円 

環境衛生          ５６８億２，２９０万円 

    教  育          ３５３億５，３４２万円 

 

 ・投 資 等  ８５億２，３９１万円    

基金等      ７８億４，２５１万円 

    長期延滞債権    ７億４，４６９万円 

貸付金       １億  ８６１万円 

  

・流動資産 １２９億７，４９６万円    

資 金     １１９億４，７７１万円 

未収金       ９億３，４６７万円 

 

◆負債   ９８１億４，４４７万円（市民１人当たり２００万２千円） 

 ・固定負債 ９０５億１，６５８万円    

地方債     ８４５億３，３９２万円 

退職手当引当金  ５６億９，２２８万円 

    借入金         ６，４００万円 

 

 ・流動負債 ７６億２，７８９万円    

地方債翌年度償還予定額  ６８億２，８８９万円 

未払金           ３億９，４４８万円 

賞与引当金         ３億７，９６０万円 

※ 地方債残高は、固定負債の地方債及び流動負債の翌年度償還予定額の合算である。 

８４５億３，３９２万円 ＋ ６８億２，８８９万円 → ９１３億６，２８１万円 
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◆純資産 １，９９０億４，３７８万円（市民１人当たり４０６万１千円） 

・公共資産等整備国県補助金等  ８１２億４，８６０万円 （市民１人当たり１６５万７千円） 

・公共資産等整備一般財源等 １，２３９億１，８６５万円 （   〃   ２５２万８千円） 

・その他一般財源等       △６２億９，５９３万円 （   〃   △１２万８千円） 

・資産評価差額           １億７，２４７万円 （           ４千円） 

 

４．行政コスト計算書の概要 

 

◆行政コスト総額 ４６４億４，３９６万円 （市民１人当たり ９４万７千円） 

 

◆ 性質別コスト                       

・移転支出的なコスト  １８５億８，９６３万円   （市民１人当たり ３７万９千円） 

・物にかかるコスト   １７９億５，１０８万円   （   〃    ３６万６千円） 

  （うち減価償却費   １０３億７，２７６万円）  （   〃    ２１万２千円） 

・人にかかるコスト    ７４億４，３２１万円   （   〃    １５万２千円） 

・その他のコスト     ２４億６，００４万円   （   〃     ５万０千円） 

 

※移転支出的・・・社会保障給付、補助金等、他会計への支出額、 

他団体への公共資産整備補助金等 

物・・・・・・・物件費、維持補修費、減価償却費 

人・・・・・・・人件費、退職給与引当金繰入等、賞与引当金繰入額 

その他・・・・・支払利息、回収不能見込計上額 

 

◆目的別コスト（主なもの）                   

 ・福祉          １８８億６，７４５万円  （市民１人当たり ３８万５千円） 

・環境衛生         ６９億６，０２７万円  （   〃    １４万２千円） 

・産業振興         ６５億８，００３万円  （   〃    １３万４千円） 

・総務           ３７億９，６５９万円  （   〃     ７万７千円） 

 ・生活インフラ・国土保全  ３７億２，９０９万円  （   〃     ７万６千円） 

・教育           ３４億５，９５５万円  （   〃     ７万１千円） 

 

◆収入合計 １４５億９，４４９万円 （市民１人当たり ２９万８千円） 

・分担金・負担金・寄付金  ５６億２，３７７万円  （市民１人当たり １１万５千円） 

・事業収益         ５５億３，６６７万円  （   〃    １１万３千円） 

・保険料          ２２億８，６９９万円  （   〃     ４万７千円） 

 

５．資金収支計算書の概要 

 

  当年度歳計現金増減額  △６億１，０５１万円 

  期首歳計現金残高    ６３億  ６６１万円 

  期末歳計現金算高    ５６億９，６１０万円 

区 分 収入の部 支出の部 差 引 

経常的収支の部 460億6,389万円 355億 878万円 105億5,511万円

公共資産整備収支の部 39億4,354万円 64億7,632万円 △25億3,278万円

投資・財務的収支の部 18億7,828万円 105億1,112万円 △86億3,284万円

合 計 518億8,571万円 524億9,622万円 △6億1,051万円


